
　本年４月１日付で埼玉県立精神保健福祉セ
ンター長を拝命しました。どうぞよろしくお
願いいたします。
　私は 1993 年に大学を卒業後、主に精神科
の臨床医として働きつつ、臨床に近いところ
で研究にも携わってきました。基礎研修後は
当時の東京都老人総合研究所で高齢者の脳や
認知症について学びましたが、その後の東京
逓信病院での勤務においては、職域病院の医
師として、主に気分障害の患者さんの病気療
養と職場復帰に多く関わりました。大学病院
に戻ってから非常勤として勤務した日本女子
大カウンセリングセンターでは、中・高・大
学生のメンタルヘルスに関して多くの心理士
さんたちと協働する機会を得ました。そし
て、１年半の米国留学を経て国立精神・神経
医療研究センター病院に赴任し、統合失調症
や重症の気分障害をもつ患者さんのリカバ
リー（病を持ちながらも希望を持って地域生
活の中で自己実現していくこと）支援、具体

的には多職種アウトリーチによる包括的生活
支援とデイケアでの就労支援に関する臨床実
践と研究に注力しました。
　このように振り返ると、見方によっては散
漫とも言われかねない私の臨床医としての経
験ですが、これは自ら選択したというより、
その時々の職場でニーズの高いテーマに取
り組んできた結果といえます。そして、2023
年より１年半、短期間とはいえ地方独立行政
法人埼玉県立病院機構　埼玉県立精神医療セ
ンター（以下、「県立精神医療センター」と
いう）で県域の精神科医療に携わるなかで、
私が取り組んできたことは、ここでもやはり
ニーズが満たされていないテーマであること
を実感しました。高齢化社会における認知症
など老年期精神障害への対応と同時に、児
童・思春期精神医療の充実も求められていま
す。医療・福祉に関する人的資源・社会資源
の偏在や不足により、患者さんの地域生活を
支える力が弱いことが、長期入院や繰り返し
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２　埼玉県立精神保健福祉センターの紹介
　　～精神保健福祉センターってどんなところ～

の入院など、入院治療に頼らざるを得ない症
例を生んでいます。精神疾患患者に関するス
ティグマ（差別・偏見・不当な扱い）が、リ
カバリーを阻害する要因となっています。経
済的・文化的な大都市（東京）への依存は、
身近なところでの就労など患者さんの社会参
加の機会の不十分さにつながっています。一
方で、依存症やひきこもり、自殺の対策にあ
たっては、病院の中だけの医療や単に社会参
加を促す方策だけでは孤立の解消には至りま
せん。そして、これまでの臨床活動を通じて
最も大きな問題だと考えているのは、精神障
害の一次予防・二次予防のための施策や資源
投入が不十分であるため、重症化した上での
非自発的な入院から精神科ケアが始まってし
まう例がいまだに多く、個人的損失のみなら
ず大きな社会的損失を生んでいることです。

　もちろんこれらの問題は埼玉県に限定され
ず全国的な問題でもあり、国としても地域包
括ケアシステムをはじめさまざまな施策を検
討・打ち出してきているところです。そして、
埼玉県立精神保健福祉センター（以下、「当
センター」という）の役割は、県域における
総合的技術センターとして、これらの問題を
直接解決するというより、当事者や家族、自
治体、関係機関がこれらの問題に対応するの
を側方支援することであると心得ています。
　新米のセンター長として、国の施策を理解
し他県のセンターにも学びつつ、臨床医には
できないやり方で埼玉県の皆様の生活に貢献
できることを楽しみにしています。
　引き続き当センターの活動に皆様のご理
解、ご協力を賜りますようお願い申し上げま
す。

　新センター長就任に当たり、当センターがどのような業務を行っているのかあらためて
ご紹介します。当センターの業務について皆様にお知りいただくことも、精神保健の向上
において重要なことではないかとの思いから、本号において特集を組ませていただきまし
た。　
　精神保健福祉センターは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下、「法」と
いう）によると、精神保健の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るため、都道府県・政
令指定都市に設置するものとされています。
　埼玉県には、さいたま市を管轄する「さいたま市こころの健康センター」、さいたま市
以外の市町村を管轄する当センターがあり、役割は、精神保健福祉センター運営要領（厚
生労働省通知）（以下、「要領」という）によると、「精神保健福祉に関する総合的技術セ
ンターとして地域の精神保健福祉活動における中核的な機能を備えなければならない」と
されています。併せて、「総合的技術センターとして、住民の精神的健康の保持・増進、
精神障害の発生予防、適切な精神医療の推進、地域生活支援の促進、自立と社会経済活動
への参加の促進のための援助などを行う」とされていることから、当センターでは、保健
師、作業療法士、精神保健福祉士及び公認心理師（以下、「コメディカル職員」という）
と事務職を配置した４部門８担当により、メンタルヘルスに関する知識の普及啓発、関係
機関への技術支援や人材育成、精神保健福祉相談、依存症対策、自殺対策、精神科デイケ
ア、精神科救急情報センター、精神障害者保健福祉手帳・自立支援医療の発行業務や精神
医療審査会の事務局など、多岐にわたる業務を行っています。
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　当センターでは、次の業務を総合的技術セ
ンターとして行う中核的業務と位置付け、精
神保健福祉部を中心に、横断的な体制で行っ
ています。
　ア　普及啓発　
　こころの病気に関するリーフレットの作成
やホームページによる周知、若年層の自殺や
依存症予防を目的としたWEB 講演会などに
より、メンタルヘルスに関する普及啓発及び
課題の早期発見と相談を促進しています。
　普及啓発は、メンタルヘルスに関する対象
が幅広いことを念頭に、教育関係者や保護者
等にも浸透するよう県教育局と連携し周知を
進めています。
　イ　技術支援　
　技術支援は、保健所をベースに展開するこ
とから、保健所ごとに技術支援の担当者（コ
メディカル職員及び精神科医師）を設定して
います。コメディカル職員は、保健所が開催
する会議や研修への助言、講師やグループ
ファシリテーターを担当するなどの協働をして
います。
　精神科医師は、県立精神医療センターの協

力の下、原則、月１回派遣され、措置入院者
の事例検討などを行います。このような技術
支援を通し、地域精神保健福祉活動の推進に
向けた体制整備を促進しています。
　ウ　人材育成　
　県内各地域の関係機関職員を対象に、精神
保健福祉に関する知識や技術に係る研修を実
施し、人材育成につなげています。「精神障
害にも対応した地域包括ケアシステム」や「ひ
きこもり支援」をテーマとした研修は、県の
各担当課と共催しています。
　近年は、配信型研修が主流となり、より多
くの方々に受講いただくことが可能となって
います。研修のスケジュールについては、当
センターのホームページに、適宜、掲載をし
ています。
　エ　調査研究　
　精神保健福祉センターは要領によると、「地
域の精神保健福祉における活動の推進などに
ついて調査研究を行い、分析結果を本庁、保
健所、市町村などへ資料提供すること」とさ
れています。当センターでは、措置入院者の
退院後支援に係る体制整備の充実に向けて、

（１）�総合的技術センターとしての中核的業務

業務内容担当部⾨
〇こころの病気に関するリーフレット作成
〇講演会、フォーラム開催
〇公益社団法⼈埼⽟県精神保健福祉協会への協⼒

〇保健所及び市町村等への技術⽀援
〇各種⼈材育成研修の開催
〇調査研究
〇組織⽀援（当事者団体・家族会）
〇医療観察法地域処遇への⽀援

〇精神保健福祉相談
〇依存症対策（連携会議、家族教室開催等）
〇⾃殺対策（担当者会議開催、リーフレット作成等）
〇ひきこもり⽀援（担当者会議開催等）

企画広報担当

地域⽀援担当

相談・⾃殺対策担当

精神保健福祉部

〇精神科に通院中の精神障害者に対し、集団でのプログラム活動を提
供し、個別⾯接を⾏うことで、⽣活リズムの確⽴等を図る

〇気分障害などにより休職し、復職を希望する⽅に、再発や増悪によ
る再休職の防⽌を⽬的としたリワーク（復職）プログラムを提供する

社会参加⽀援担当

復職⽀援担当
社会復帰部

〇夜間・休⽇における精神科救急電話及び警察官通報への対応精神科救急情報担当精神科救急情報部
〇精神医療審査会の審査に関する事務
〇精神障害者保健福祉⼿帳の判定・交付
〇⾃⽴⽀援医療（精神通院）の判定・交付

〇精神保健福祉センターの運営管理

審査担当

総務・管理担当
管理業務部

精神保健福祉センターの業務
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措置入院者の属性（診断名や治療状況、入院
期間など）調査に取り組んできました。調査
結果は、地域の支援体制整備に活用いただけ
るよう、保健所で開催される各種会議などに
おいて提供しています。
　オ　組織支援　
　精神保健福祉活動を伴う当事者会（埼玉県
精神障害者団体連合会　通称：ポプリ）や家
族会（埼玉県精神障害者家族会連合会）など
の団体が開催する事業へ出席し、情報提供な
どの支援をしています。
　カ　医療観察法地域処遇対象者への支援　
　心神喪失者等医療観察法（医療観察法）に
おける地域処遇対象者の処遇に、保護観察
所、保健所とともに市町村や関係機関職員が
主体的に関われるよう、全県的な情報を提供
するなどの支援をしています。
　キ　メンタルヘルス対策　
　社会の複雑化に伴い、メンタルヘルスが関
係する問題が増加しています。当センターで
は、アルコールやギャンブルなどの依存症、
若年層を対象とした自殺対策などのメンタル
ヘルス対策に取り組んでいます。
（ア）�埼玉県依存症相談拠点機関としての事業
　�　県の依存症相談拠点機関に指定されてお
り、機関としておこなう事業は、以下のと
おりです。

　①連携会議運営事業
　�　依存症相談拠点機関事業についての意見
交換を目的とした会議の設置やアルコール
リハビリテーション施設が開催する事例検
討会への参加により、各団体の活動状況の
把握及び課題共有を図り、関係団体との連
携を強化しています。

　②依存症支援者研修事業
　�　依存症支援を担う人材を育成するため、
市町村や障害福祉サービス事業所の職員な
どを対象に研修を実施しています。

　③普及啓発・情報提供事業
　�　依存症の早期発見と治療につなげるには、
普及啓発が重要です。オンライン配信によ
る講演会などをとおして、依存症の正しい
知識を普及させ、予防意識を高めています。

　④治療・回復支援事業
　�　当事者との個別面接において、回復に向け
た支援プログラムや動機付け支援を行います。

　⑤家族支援事業
　�　県立精神医療センターと依存症家族教室
を共催しています。教室は、家族が参加し
やすいように、アルコール、薬物、ギャン
ブルの依存種別ごとに区別せず、合同開催
としています。

（イ）自殺対策への取組
　�　埼玉県では、保健医療部疾病対策課に自
殺対策推進センターを設置して自殺対策を
推進しており、県内各市町村においても様々
な取り組みが進められています。　

　�　当センターは、市町村職員を対象とした
自殺対策担当者会議を疾病対策課と開催し、
好支援事例の共有などにより、自殺対策の
推進における後方支援を行っています。埼
玉県委託事業である「暮らしとこころの総
合相談会」では、多重債務など複合的な問
題についての相談に、弁護士などの専門家
とともに応じることで、相談会の運営に協
力しています。

　�　また、「一次予防」として講演会開催な
どによる普及啓発、「二次予防」として住

　法改正に伴い、「精神保健に関する課題を抱える者」の相談を受理する支援者は、相談の背景にある課題をより一
層丁寧に把握し、個別にアセスメントする必要性が高まったことを受け、当センターでは、「アセスメント技術を高
める研修～簡潔なケースレポート～」を開催しています。ケースの全体像を理解しアセスメントする技術の向上は
明確な支援目標の立案に、また、アセスメントの言語化及び簡潔なレポート作成の習得は相談者が理解しやすい説
明や支援者間の共通理解、連携などに寄与します。
　＊参考　近藤直司著　『医療・保健・福祉・心理専門職のためのアセスメント技術を高めるハンドブックケースレ
ポートの方法からケース検討会議の技術まで　第３版（2022）』
　当センターでは、県民から精神保健福祉全般の相談を受理する過程において、ニーズの変遷や傾向を把握し、それら
に応じた研修を開催するとともに、トピックスのような法改正に連動した研修を企画し、人材育成につなげています。

トピックス１トピックス１ アセスメント技術を高める研修～簡潔なケースレポート～
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（２）　精神科デイケア

民からの相談受理などの直接介入、「三次
予防」として自殺の再企図防止や自死遺族
支援などに取り組んでいます。

　�　自死遺族支援では、遺族からの相談に応
じ、深い悲しみに向き合うことをサポートし
ています。さらに、県内で自死遺族会を開
催する団体が、情報交換することなどを目
的とした「自死遺族の集い代表者連絡会議」
を開催し、集いの場の情報についても当セ
ンターのホームページで提供しています。

　ク　精神保健福祉相談　
　当センターでは、こころの健康から精神医
療、アルコールや薬物及びギャンブルなどの
依存症、ひきこもり、思春期の課題まで、精
神保健福祉全般の相談を来所により受理して
います。
　ひきこもり支援については、以下のような
支援も行っています。
（ア）　若者支援グループ

　�　対人関係の苦手さやひきこもりを理由
に、当センターで継続的に個別相談を受け
ている思春期・青年期の本人を対象に実施
していた活動の場（通称「スタバの会」）を、
令和５年度から、18 歳～ 20 歳代の本人を
対象とした若者支援グループ（通称「ミッ
クスナッツ」）に変更しました。

　�　当センターにおける精神科デイケア運営
において培ったノウハウも活用し、小グ
ループでのゲームやスポーツ等を行うこと
により、社会参加を支援しています。

（イ）県疾病対策課との協働
　�　ひきこもり支援を所管する保健医療部疾
病対策課との共催により、市町村のひきこ
もり支援担当職員を対象とした研修会を実
施しています。担当者が支援をする上で必
要な知識や技術の習得を促すとともに、住
民に身近な市町村で相談や支援が受けられ
る環境の整備に向けて協働しています。

　自殺の再企図防止や自死遺族支援の取組として、令和６年度に、次の２つのリーフレットを作成し、関係機関な
どに配布しました。

トピックス2トピックス2 リーフレット作成

①「少しだけ話してみませんか」
　ストレスが大きすぎると「こころ」と「からだ」がSOS
を出すことがあります。ご自身や身近な人のSOSを見
逃さず、ケアにつなげることが大切です。つらい気持ち
を抱える方が「まだ深刻ではないから」と必要なケアを
後回しにすることなく、相談窓口につながっていただ
けるよう、このリーフレットを作成しました。

②「大切な人を亡くされたあなたへ」
　大切な人を亡くされると、こころや身体、行動に、さ
まざまな変化を体験することがあります。その変化の
内容や順序、強さなどは、1人ひとり異なります。それ
は、あまりに深くつらい悲しみや苦しみから、ご遺族を
守るための自然な反応です。　　
　ご遺族が少しでも穏やかに過ごすことができるよ
う、ご遺族の周囲の方々にもリーフレットを活用いた
だけると幸いです。

　当センターの精神科デイケアは、平成２年
４月に開設した県内唯一の公立デイケアで
す。医療機関に通院し、通院先の担当医が通
所の必要性を認めた方が利用対象です。利用
に当たり、紹介状（診療情報提供書）も必要
になります。
　利用者のニーズを踏まえた２つのコース
（社会参加コース及び復職支援コース）にお
いては、個別担当制を採用し、丁寧な支援を
心掛けています。
　利用期間は、社会参加コースは最長２年、

復職支援コースは最長１年としており、導入
期（利用開始から概ね３か月）、実践期（６
か月ごとに更新）、移行期（利用終了前の概
ね３か月）の各期において、利用者の生活課
題の解決や目標達成の状況を定期的に確認
し、助言を行っています。
　なお、復職支援コースについては、提供す
るリワーク（復職）プログラムの構成上、3
か月間以上の通所を原則としています。
　精神科デイケアを担当する職員は、精神科
医（管理医）、作業療法士、保健師、公認心

5



　県では、精神障害者やその家族が、精神疾
患の急激な発症や精神症状の悪化など、早急
に精神科医療を必要とした際、適切に医療を
受けられるよう、精神科救急医療システムを
整備しています。

　平成 15 年 11 月に当センター内に設置され
た埼玉県精神科救急情報センターは、精神科
救急医療システムのハブ機能を有しており、
主な業務は次のとおりです。

　ア　精神科救急電話相談への対応　
　夜間や休日に、精神障害者及び家族などか
ら受理した相談について、緊急度を分類した
上で、受診が可能な医療機関の紹介や受診指

導を行っています。年間の相談件数は７千件
前後で推移しており、そのうち緊急度が高
く、医療機関の紹介を必要とするケースは、
全体の約５％となっています。

（３）　精神科救急情報センター

理師、精神保健福祉士の多職種で構成され、
チームによる支援を行います。チームは定期
的にカンファレンスを行い、利用者の生活環
境や心理的側面にも目を向けた、包括的な支
援を進めています。
　また、個別支援を通じて地域の関係機関と
の連携を積極的に図り、精神疾患を抱える方
が、地域で豊かな生活を送ることができる地
域づくりにも参画したいと考えています。
　ア　社会参加コース　
　社会参加を希望する 15 歳以上の方が対象
です。集団でのプロクラム活動（スポーツ、
創作活動、レクリエーション、学習プログラ
ムなど）や個別面接を行っています。プログ
ラム活動や個別面接を通して、生活リズムの
確立や対人関係スキルの習得及び向上、疾患
や自己理解の深まり、自信の獲得、自尊心の
回復が図られています。
　利用者が選択するデイケア利用終了後の社
会参加形態は、就労や復学、就労支援機関利

用、他デイケア通所、家庭での役割復帰など
多岐に渡りますが、いかなる選択において
も、利用者が主体的に選択、決定することを
支援します。
　イ　復職支援コース　
　気分障害（うつ病、双極症など）や適応障
害などにより休職し、復職を希望する方が対
象です。再発や増悪による再休職の防止を目
的としたリワーク（復職）プログラムを提供
しています。
　利用者は、体力の回復を図るためのスポー
ツやウォーキング、ストレッチ、認知行動療
法をベースとした学習プログラム、小グルー
プによるディスカッションやプレゼンテー
ションスキル向上プログラムなどに取り組
み、随時、個別担当者との面接による振り返
りを行います。
　復職後においても一定のフォローアップ期
間を設けており、面接やプログラムを利用い
ただきながら、職場定着を支援しています。

埼玉県精神科救急医療システム

輪番病院
平日日中	 ４病院×１床
休日日中	 ２病院×２床
夜間	 ２病院×１床

救急医療体制

平日夜間	 １診療所
輪番診療所

治療困難者・身体合併症
輪番時間外・深夜帯

常時対応施設

県
民
・
関
係
機
関
等

警
察
官

保健所（平日日中）

精神科救急情報センター
（夜間・休日）

精神科救急電話
048（723）8699

通報専用電話

相談体制
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　精神障害者保健福祉手帳や自立支援医療
（精神通院医療）は、精神障害を持つ人がよ
りよい社会生活を送る上で様々なサポートを
受けるための重要なツールです。自立と社会
参加、経済的負担の軽減を目的としていま
す。当センターでは、福祉・医療にまたがる
これらの制度の事務を一体的に行っています。

　当センターは、県内の 62 市町村（さいた
ま市を除く）から届く申請書類などをチェッ
クし、精神科医４名の合議体による判定結果
をもとに、精神障害者保健福祉手帳（以下、
「手帳」という）や自立支援医療受給者証（以
下、「受給者証」という）を発行して市町村
に送付します。具体的な業務は以下のとおり

です。
①�形式的なチェック（診断書と申請書との氏
名などの突合、対象疾患であるかなど）

②�月２回の判定委員会により、手帳の障害等
級及び自立支援医療の支給認定の判定

③�手帳及び受給者証の内容に関するデータ入
力管理

④�手帳及び受給者証の発行と市町村への送付

　申請件数の増加に伴う業務改善は喫緊の課
題です。現在、厚生労働省において、手帳及
び自立支援医療の電子化に向けた方向性の議
論が始まったところです。今後も申請者が安
心して生活できるよう、丁寧かつ迅速に発行
業務を行ってまいります。

　イ　警察官通報専用電話への対応　
　夜間・休日に、法に基づく警察官通報を受
理し、措置入院業務を行っています。年間の
警察官通報件数は、千件前後で推移していま
す。

　ウ　関係機関との連携　
　県では、「埼玉県精神科救急医療システム
連絡調整委員会」及び「精神科救急医療シス
テム運営会議」を設置しています。埼玉県精
神科救急情報センターでは対応状況を適宜報
告し、関係機関との連携を強化しています。

直近 10年間の精神科救急電話 直近 10年間の通報専用電話内訳

精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移

（４）　�精神障害者保健福祉手帳・自立支援医療

精神障害者保健福祉手帳・自立支援医療の対象及び
主なサービス

精神障害者保健福祉手帳 自立支援医療費
（精神通院医療）

対象
精神障害により日常生活
又は社会生活に支障をき
たしている人

精神疾患の治療
等を目的として
医療機関に通院
している人

主な
サービス

所得税等の控除
携帯電話料金の割引
公共施設の利用料減免
県内路線バス運賃の割引
など

通院医療費の
軽減

H26 R５H27 H28 H29 R1 R2 R3 R4H30
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３　おわりに

　近年の精神保健福祉を取り巻く状況は、目
まぐるしく変化しており、精神障害者やメン
タルヘルスに課題を抱える方々に必要な支援
を包括的に提供できる地域づくりが求められ
ています。

　当センターでは、市町村の自治体職員をは
じめとする、住民に近い地域で活動する皆様
からのご理解、ご協力をいただきながら、引
き続き、精神保健福祉に関する総合的技術セ
ンターとして尽力をしてまいります。

（５）　精神医療審査会

　精神医療審査会は、精神保健福祉法第 12
条に基づいて設置され、その事務は精神保健
福祉センターが行うことになっています。精
神医療の質の向上と入院患者の権利擁護を目
的とした県の独立した機関で、主に以下のよ
うな役割を担っています。
・��精神医療の適正化：　精神医療の提供が適
切に行われているかを審査し、必要があれ
ば改善を求めることで、精神医療の質の向
上を図ります。

・��患者の権利擁護：　精神医療を受ける入院
患者の権利が守られているかをチェックし、
精神科病院に対して必要な措置を求めます。

　�　精神医療審査会の委員は、県知事から任
命され、精神医療、精神保健福祉、法律に
関する学識経験者から構成されています。
委員５名から構成された合議体により、精
神科病院の入院医療に関する審査を行います。

　�　審査対象となる主な案件には、以下のも
のがあります。

・�精神科病院への入院時及び定期の入院の必
要性に関する審査：　入院が適切に行われ

ているか、入院患者の権利が守られている
か、などを病院から届出のあった書類に基
づき審査します。

・�退院などの請求に係る入院の必要性に関
する審査：　入院患者又はその家族などか
ら、退院請求や処遇改善請求を受けた場
合、当該患者や病院関係者などから意見を
聴取し、請求に係る適否を審査します。

　令和６年４月１日に改正精神保健福祉法が
施行され、医療保護入院の入院期間が初めて
法定化されました。それに伴い新設された「医
療保護入院者の入院期間更新届」により、審
査件数の大幅な増加が見込まれます。また、
精神保健福祉資料（令和６年６月 30 日現在）
によると、埼玉県の医療保護入院率（69.5%）
は、全国平均（49.1%）よりも高い傾向にあり
ます。したがって、精神医療審査会による様々
な審査の重要性は高まっていますが、書類の
届出や請求件数が増加するなかでの公正かつ
適正な審査及び審査の迅速性・効率性が課題
となっています。
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